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※「財源内訳」について

↑どちらかを
チェックしてください
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拡大図る
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将来目標
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「実績」
縮小図る

300 0
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単位

％

世帯

目標値 72

400

H28目標値

328 476

Ｈ 26 Ｈ 27

53,614

27 H28見込み 将来目標単位 Ｈ 26 Ｈ

１．資格異動等について適正な処理を行う。
２．被保険者証の交付を行う。
３．適用適正化調査実施要領に基づき対象世帯（無保険世帯、二重加入世帯、居所不明世帯）の調査を行い、調査結果に基づき資格異動（取得・喪失）等を行う。
４．退職者医療制度の要件に該当する被扶養者が所属する世帯において、該当者を一般から退職への資格異動等を行う。

基本
方針

28,000

0 0

0

58,568

0

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （ 2.00

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

2998-9131
担
当
部
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②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業
国民健康保険法、所沢市国民健康保険条例

部課コード 080200 ℡

法定受託＋附加

事業コード
国民健康保険資格管理事務

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

080203

①事務事業名

終了年度 年度

国民健康保険課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 国保資格グループ

後期高齢者医療制度資格管理事務

■ □ □

年度

92,543

→ 平成

事業の種別

社会保障節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針

国民健康保険制度は、相互扶助の精神にのっとり農山漁村民や都市部の自営業者の病気やけがなどによる生活困窮化の防止、劣悪な健康状
態の改善を目的として導入された皆保険制度である。

総合計画の体系 章 健康・福祉 国民健康保険制度の充実

人

人

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

28,374

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

国民健康保険被保険者（年間平均） 平成

0.00

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

国民健康保険被保険者の適正な資格管理を行う。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

95,850

58,568

人） （

3.82人 33,081

≪会計種別≫ 特別会計

国・県支出金

53,614

一般財源

平成 26 年度

（

28

2.00

35,376

（ 0.00

27 年度平成

31,832

（千円） 年度 （千円）

28,000

21,782 25,487

（千円） 平成

世帯

事業費合計

正規職員人件費

人）

3.65人

退職者医療制度 調査対象世帯数

資格異動世帯 適用適正化分＋退職者医療制度分

318

世帯 414 772

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
成
果

147

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

適用適正化 調査対象世帯数

％ 達成率 121 121

　 項目名 項目説明

成果指標 資格異動率

継続

　適用適正化調査を８月に実施し、更新用保険証発送前にその調査結果に基づき、資
格異動等を行う。

80

実 績 87 97
資格異動世帯数/調査対象世帯数

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

国民健康保険課長　粕谷　明彦

終了

次年度予算

評価日 H28.8.15 評価者職氏名

理由 国民健康保険制度の最後の砦として今後も適正な資格管理を行う。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由 国民健康保険制度の最後の砦として今後も適正な資格管理を行う。拡大 縮小

無

無
紙の使用、資料の作成

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

今後も適用適正化調査等を行い、より適正な賦課と併せて資格管理を行う。

調査対象世帯を拡大し更なる適用適正化に努めた。特に、２月だけではなく保険証更新
前の８月にもに二重加入世帯の調査を行うことにより、適正な被保険者証の交付に努
め、適正な賦課にも結びつけた。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

-

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化


